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１．基本方針 

清浄にして、豊富低廉な水道水の安定供給を図るため、供給する水道水が水道水質基準に適合する

ことを確認する水質検査を定期及び臨時に行います。 

定期に実施する検査については、水源の状況や過去の検査結果を基に、実施する検査の場所・項

目・回数について検討を行い、臨時の検査についても、状況を整理し必要な検査項目の検討を行いま

す。水質基準に定められた項目以外にも、水質管理目標設定項目等必要と考えられる項目を設定して

水質検査を行います。 

また、検査について、委託理由・委託先・検査項目・検査方法・精度管理方法等を明確にし、その

結果を利用者に広報いたします。 

 

２．水道事業の概要 

旧燕市の上水道は、昭和１３年に信濃川水系中之口川の表流水を水源として、現在の水道町一丁

目・総合文化センター地内に着工、昭和１６年に給水を開始しました。 

その後、人口の増加、産業経済の発展等により燕市道金地先、中之口川右岸に用地を確保し、昭和

４４年に道金浄水場が完成しましたが、生活環境の向上等に伴う水需要の増大に対処するため第４回

拡張工事を行い、昭和５８年に施設の最終形が完成しました。 

旧吉田町の上水道は、信濃川水系西川の表流水を水源として昭和２８年に創設され、計画給水人口

９，０００人の施設で昭和２９年から給水を開始しました。以来７回の拡張工事を行い、昭和６１年

９月に施設の最終形が完成しました。 

旧分水町の上水道は、信濃川水系西川の表流水を水源として昭和２６年に創設され、計画給水人口

８，０００人の施設で昭和２８年から給水を開始しました。以来４回の拡張工事を行い、昭和５０年

９月に施設の最終形が完成しました。 

平成１８年３月に旧燕市、旧吉田町、旧分水町が合併し、現「燕市」が誕生し水道事業は統合しま

したが、水道施設は、道金浄水場（燕地区）、吉田浄水場（吉田地区）、分水浄水場（分水地区）より

給水を継続しておりました。 

弥彦村の上水道は、信濃川水系西川の表流水を水源として昭和３３年に創設され、弥彦村と旧分水

町の一部を給水対象に、計画給水人口８，５００人の施設で給水を開始しました。その後、人口の増

加等に伴い給水量が増大し、水需要に対処できなくなったため、４回の拡張工事を行い、平成１１年

に施設の最終形が完成しました。 

その後、水道事業広域化の推進により平成３０年２月に燕市と弥彦村が水道事業統合に関する基本

協定を締結し、共に水道事業を運営していくこととなりました。燕市、弥彦村の浄水場は、いずれも

完成から約５０年が経過しており、施設・設備の老朽化に加え、耐震性能への懸念や、水需要の減少

に反して施設能力が過大となっている等の問題を抱えていたため、燕市・弥彦村広域化基本計画に基

づき、分水地区の笈ケ島に用地を確保し、令和３年度から既設の４浄水場に代わる燕市・弥彦村全域

を給水区域とする『燕市・弥彦村統合浄水場』の建設に着手しました。なお、これに伴い道金浄水場

及び分水浄水場は廃止に、吉田浄水場は、『吉田送配水場』に改修され、「燕市・弥彦村統合浄水場」



から送水される水道水を配水池に貯留し、吉田地区の需要家へ供給すると共に、弥彦浄水場を改修し

た『弥彦送水場』への送水を行い、中継ポンプ場としての役割も担います。弥彦村への給水は、「弥

彦送水場」から送水される水道水を既設の低区・高区両配水池で貯留し、自然流下で供給いたします。 

これらの施設整備により、既設の燕市 3 地区及び弥彦村 の４浄水場をすべて廃止し、令和 7 年３月

に「燕市・弥彦村統合浄水場」からの給水に移行しました。 

   

 

 ２-１燕市・弥彦村統合浄水場 

 （１）給水計画（令和 7 年 12 月の給水実績より） 

計画給水区域    ：燕市・弥彦村全域 

給水人口      ：82,580 人 

普及率       ：100 ％ 

給水件数      ：39,500 戸 

計画１日最大給水量 ：42,500 ㎥ 

１日平均給水量   ：35,607 ㎥ 

１日１人平均給水量 ：431L 

  

 （２）浄水場施設 

     燕市・弥彦村統合浄水場 

     原水の種類：信濃川表流水 

     浄 水 方 法：前塩素処理 → 活性炭接触 → 中塩素処理 → 除マンガンろ過 → 膜ろ過 → 

後塩素処理 

 

【燕市・弥彦村統合浄水場】 

名  称 施 設 能 力 ・ 概  要 施設数 

取水ﾎﾟﾝﾌﾟ φ350×16.3 ㎥/min×21m×90kw ３台 

沈砂池 巾 3.7m×長さ 11.0m×水深 3.95m  ２池 

活性炭接触池 巾 9.4m×長さ 15.5m×水深 4.8m（有効水深） ２池 

薬品混和池 前段 巾 2.5m×長さ 1.8m×水深 4.5m（有効水深） 

中段 巾 2.5m×長さ 2.5m×水深 4.5m（有効水深） 

後段 巾 2.5m×長さ 1.5m×水深 4.5m（有効水深） 

２池 

原水調整池 巾 7.0m×長さ 7.5m×水深 4.5m ４池 

除ﾏﾝｶﾞﾝろ過池 ﾏﾝｶﾞﾝ接触による上向流接触ろ過方式 

巾 2.8m×長さ 2.8m×水深 4.1m 
４池 

膜ろ過設備 内圧ﾓﾉﾘｽ式 大型ｾﾗﾐｯｸ膜  8 ﾕﾆｯﾄ 

配水池 PC 造   容量 7,200 ㎥ 

φ34m×水深 8.0m（有効水深） 
２池 

配水ﾎﾟﾝﾌﾟ 両吸込式陸上渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ 

φ200×φ150×7.6 ㎥/min×47m×90kw 
５台 

送水ﾎﾟﾝﾌﾟ 片吸込陸上渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ ３台 



φ200×φ150×5.6 ㎥/min×24m×37kw 

薬品注入設備 次亜塩素注入設備（前・中・後塩素）【消毒剤】：次亜塩素酸ｿｰ

ﾀﾞ 

苛性ｿｰﾀﾞ注入設備（前・後苛性）【pH 調整剤】：苛性ｿｰﾀﾞ 

硫酸注入設備【pH 調整剤】：硫酸 

PAC 注入設備（前 PAC・PAC）【凝集剤】：ﾎﾟﾘ塩化ｱﾙﾐﾆｳﾑ 

活性炭注入設備：粉末活性炭 

７台 

４台 

４台 

７台 

２台 

非常用自家発電

設備 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｴﾝｼﾞﾝ 

1,500kVA 
１台 

 

２-２ 燕市燕地区 

 （１）給水状況（令和 7 年 12 月の給水実績より） 

    給水人口             ：40,293 人 

    普及率               ：100 ％ 

    給水件数         ：20,210 戸 

    １日平均給水量      ：17,422 ㎥ 

    １日１人平均給水量 ：432L 

 

（２）浄水・配水 

    燕市・弥彦村統合浄水場 

 

２-３ 燕市分水地区（※燕市長辰・真木山・大川津興野・下中条を除く）  

（１）給水状況（令和 7 年 12 月の給水実績より） 

給水人口            ：11,975 人 

    普及率        ：100 ％ 

    給水件数       ：5,366 戸 

    １日平均給水量       ：5,002 ㎥ 

    １日１人平均給水量 ：418L 

 

（２）浄水・配水 

    燕市・弥彦村統合浄水場 

 

２-４ 燕市吉田地区  

『燕市・弥彦村統合浄水場』で浄水処理された水道水が、『吉田送配水場』場内の配水池へ送ら

れ、ポンプで吉田地区の需要家へ供給すると共に、弥彦地区に水道を供給する『弥彦送水場』へ

の送水を行います。 

 

（１）給水状況（令和 7 年 12 月の給水実績より） 



    給水人口             ：22,649 人 

    普及率              ：100 ％ 

    給水件数           ：10,451 戸 

    １日平均給水量      ：9,560 ㎥ 

    １日１人平均給水量 ：422L 

 

 （２）浄水・送配水施設 

    燕市・弥彦村統合浄水場→吉田送配水場 

 

【吉田送配水場】 

名  称 施 設 能 力 ・ 概  要 施設数 

吉田配水ﾎﾟﾝﾌﾟ 両吸込式陸上渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ 

φ150×φ125×2.63 ㎥/min×41m×30kw 
６台 

弥彦送水ﾎﾟﾝﾌﾟ 

 

片吸込式陸上渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ 

φ150×φ125×3.72 ㎥/min×41m×45kw 
２台 

薬品注入設備 次亜塩素注入設備（追加塩素）【消毒剤】：次亜塩素酸ｿｰﾀﾞ ２台 

非常用自家発電

設備 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

395kVA 
１台 

 

２-５ 弥彦村（※燕市長辰を含む）  

『燕市・弥彦村統合浄水場』で浄水処理された水道水が、『吉田送配水場』を経由して『弥彦送水

場』場内の貯水池に送られ、高区・低区それぞれの配水池にポンプで送水します。需要家へは、従

来どおり各配水池から自然流下で給水されます。 

 

（１）給水状況（令和 7 年 12 月の給水実績より） 

    給水人口             ：7,663 人 

    普及率                 ：100 ％ 

    給水件数           ：3,473 戸 

    １日平均給水量      ：3,623 ㎥ 

    １日１人平均給水量 ：473L 

 

 （２）浄水・送配水施設 

    燕市・弥彦村統合浄水場→吉田送配水場→弥彦送水場 

 

【弥彦送水場】 

名  称 施 設 能 力 ・ 概  要 施設数 

高区送水ﾎﾟﾝﾌﾟ 多段式渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ 

φ150×φ150×1.91 ㎥/min×96m×55kw 
２台 

低区送水ﾎﾟﾝﾌﾟ 多段式渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ ２台 



φ150×φ150×1.81 ㎥/min×57m×30kw 

薬品注入設備 次亜塩素注入設備（追加塩素）【消毒剤】：次亜塩素酸ｿｰﾀﾞ ２台 

非常用自家発電

設備 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

300kVA 
１台 

 

２-６ 水質管理における留意事項 

 ①水質状況 

  １）降雨による河川水の濁り。 

  ２）流入する河川、排水の水質変化。 

  ３）突発的な水質事故。 

 ②水質管理において注意すること 

  １）有機物質の調査と適切な処理。 

  ２）水温上昇時における消毒副生成物の低減対策（中塩素処理）。 

  ３）原水水質悪化による異臭味障害等の監視と迅速な対応。 

  ４）クリプトスポリジウム等の病原性原虫の調査と濁度管理の徹底。 

５）流域での水質事故や高濁度発生時における河川管理者や流域水道事業者との連絡体制の強化。 

 

２-７ 水質管理における取り組み事項 

信濃川・阿賀野川両水系を水源とする水道事業者等で構成される「信濃川・阿賀野川両水系水質

協議会」に参画し、流域での水質監視（原水共同調査を年数回実施）、水質事故や高濁度発生時に

おける連絡通報。また、水質に関する情報交換、調査研究など水道事業者との連絡体制の強化に取

り組みます。 

   

２-８ 放射性物質検査に関する事項 

厚生労働省の通知を受け、放射性物質の検査を実施します。検査地点及び検査頻度は、燕市・弥

彦村統合浄水場において 3 ヶ月に 1 回の検査を行います。 

 

３．定期の水質検査に関する事項 

        水道法施行規則第 15 条に基づき、水質検査を実施する方法、採水の箇所、項目と回数を定めま

す。 

 

（１）検査方法 

    給水の検査は基本的に水道水の安全性を確保するため、水質基準に関する省令（平成 15 厚生労

働省令第 101 号）の規定に基づく告示に示された検査方法により行います。 

    また、採水箇所については、各水道施設の水質を代表できる下記給水栓において実施し、将来に

わたり水道水の安全性の確保等に万全を期する見地から、水質基準に係る検査に準じて、検出状

況の把握と、水道水質管理上留意すべき項目として「水質管理目標設定項目」のうち、農薬類を



除く 25 項目を年 1 回行います。また、流域河川で使用されると思われる農薬類について、年 2 回

原水の検査を行います 

 

（２）検査項目と回数 

  ・毎日検査 

     １日１回給水区域内 5 ヶ所の給水栓において、（燕市燕地区２ヵ所、燕市吉田地区１ヵ所、

燕市分水地区１ヵ所、弥彦村１ヵ所）色・濁り・残留塩素の検査を行います。 

・1 週間に 1 回の測定 

    毎日検査を補足するため、給水区域内の代表する 30 地点の給水栓において、（燕市燕地区 8

ヵ所、燕市吉田地区 6 ヵ所、燕市分水地区 6 ヵ所、弥彦村 10 ヵ所）色・濁り・pH・残留塩素

の検査を行います。 

  ・水質基準項目の検査 

     採水箇所 

 

      

 

 

 

①原水 

 年 4 回、水質基準項目のうち消毒副生成物及び「ペルフルオロオクタンスルホン酸

（PFOS）及びペルフルオロオクタン酸（PFOA）（以下、PFOS 及び PFOA）」を除く 39 項目

の検査を行います。 

令和 8 年 4 月から水質基準項目に引き上げられる PFOS 及び PFOA については、水道法に

基づいて年 1 回の検査とします。 

    ②給水区域内の代表する給水栓 

     月 1 回、水質基準項目のうち重要な 9 項目（一般項目）の検査を行います。そのうち、3 か

月に 1 回は PFOS 及び PFOA を含む水質基準項目（52 項目）すべての検査を行います。 

    ③浄水場給水栓 

     月 1 回、水質基準項目のうち PFOS 及び PFOA を除く 51 項目の検査を行います。令和 8 年

4 月から水質基準項目に引き上げられる PFOS 及び PFOA については、水道法に基づいて 3

か月に 1 回の検査とします。 

  ・水質管理目標設定項目 

     年 1 回、給水区域内の代表する 4 地点の給水栓（燕市燕地区、燕市吉田地区、燕市分水地区、

弥彦村各 1 ヵ所）及び浄水場給水栓 1 ヶ所において、水質基準を補完する項目（農薬類を除く

25 項目）について水質検査を行います。 

・原水の検査 

①原 水 燕市・弥彦村統合浄水場内原水サンプリング栓で採水 

②給水区域内の

代表する給水栓 

燕市燕地区  長所地内・西燕町地内の 2 ヵ所で採水 

燕市吉田地区 西槙地内・高木地内の 2 ヵ所で採水 

燕市分水地区 国上地内・佐善地内・横田地内の 3 ヵ所で採水 

弥彦村 平野地内・燕市長辰地内の 2 ヵ所で採水 

③浄水場給水栓 燕市・弥彦村統合浄水場内の１ヵ所で採水 



    ①農薬類 

信濃川上流域で使用されていると思われる主な農薬類について、年 2 回検査を行います。 

    ②クリプトスポリジウム検査 

     病原性原虫（クリプトスポリジウム）からの安全性を保証するために、年 2 回検査を行いま

す。 

 

４．臨時の水質検査に関する事項 

 （１）次の要件に該当する場合は臨時の水質検査を行うものとします。 

   ① 水源の水質が著しく悪化したとき。 

   ② 水源に異常があったとき。 

   ③ 水源付近、給水区域及びその周辺等において消化器系感染症が流行しているとき。 

   ④ 浄水過程に異常があったとき。 

   ⑤ 配水管の大規模な工事その他水道施設が著しく汚染されたおそれがあるとき。 

   ⑥ その他特に必要があると認められるとき。 

 

 （２）臨時の場合の検査項目及び採水地点を次のとおりとします。 

   ① 原則水質基準項目全てが対象ですが、検査を行う必要がないことが明らかであると認められる

場合はその項目についての検査を省略します。 

   ② 定期検査の場合に準じますが、水質の異常の内容とその範囲を正確に把握できる地点を選定し

ます。 

 

５．水質検査の実施に関する事項 

燕・弥彦総合事務組合水道局では検査精度と信頼性を重視し、水質検査を水道法第２０条の登録

検査機関に委託します。また、緊急時の水質検査においても同検査機関に委託します。なお、毎日検

査（色・濁り・残留塩素の３項目）は別に委託します。 

 

（１）水道法第２０条の登録検査機関への委託検査 

   ①水質基準項目検査：項目及び方法の一覧表参照 

   ② 水質管理目標設定項目検査：項目及び方法の一覧表参照 

   ③ その他の検査：生物原虫検査等・適宜 

   ④ 臨時の検査：必要に応じて実施 

 （２）精度管理及び信頼性保証（委託先の登録検査機関） 

   ① 精度管理事業に参加するとともに、内部制度管理も実施し精度の確保を行っていることを委託

条件とします。 

   ② 信頼性保証については ISO９００１を取得し、システムを維持していることを委託条件としま

す。 



 

６．水質検査計画及び検査結果の公表の方法 

 （１）水質検査計画 

     ホームページで公表し、利用者の意見を聴取し、その結果を参考に水質検査計画を策定しま

す。 

 

 （２）水質検査結果 

     ホームページで公表し、利用者の意見を聴取し、その結果を水質検査計画の見直し時の資料

とします。 

 

 

 

 

７．水質検査結果の評価 

    水質基準は水道水が満たすべき水質上の要件であり、水道水すべてについて満たされる必要があ

ります。そのため、検査結果の評価は、基準を超えている場合は直ちに原因究明を行い、適切な

対策を行い、基準を満たす水質を確保するようにします。 

 

８．関係機関との連携 

  利  用  者 

 

水
質
検
査
の
評
価 

水
質
検
査
結
果
の
公
表 

 

水
質
検
査
の
実
施 

水
質
検
査
計
画
を
策
定 

検 討 

燕・弥彦総合事務組合水道局 

意見 公表 意見 公表 



    水源等で水質汚染事故が発生した場合、あるいはその恐れがある場合は関係自治体の環境衛生部

門・関係水道事業体・所轄保健所・県生活衛生課等と速やかな連携が取れるよう、相互の連絡体

制を整備し、情報交換を行います。その結果、臨時の水質検査の必要性がある場合には、速やか

に関係機関と連携して現地調査・水質検査を行います。 


